
市立総合病院給食委託は中止せよ
問　昨年9月議会で29年度からの市立病院給食の民間委託が議決されたが、その後11月15日締切まで応募業者がなく計画は頓挫し、30年度からの委託化に向けての再公募となった。
前回委託時に問題となったのが、市民に全く知らせず進めた病院の姿勢だった。しかし、今回の委託では「少なくともシミュレーションはしっかり立てて、お示しして、その上で再公募するなら再公募するという段階に進んでいきたい」と公募前に市民と議会に示す事を11月議会答弁で病院は約束した。
所が、今年の2月15日、病院ホームページに突如公募開始が公告された。市議会答弁を踏みにじるこうした行為が良いと考えているのか。
答　11月議会は、委託契約の内容が大きく変更しなければならないだろうという前提で、その当時の思いを答弁したもの。直営と同水準の給食が出来る状況になったので対応が変わる事もある。
問　前回公募時と今回公募時とでは、食材費の上限がなくなり実費請求となった点、現場責任者の必須とされていた従事経験年数5年が削除されたこと、など重要な変更がある。これで同程度と言えるのか。
答　前回不調に終わったので、再公募のためには委託内容を大幅に変更する必要があるという認識を前提に答弁したもの。再公募によって業務の開始時期が変わった事以外前回同様の中身で公募できることとなったので、これまで議会で議論している事でもあり、市民にシミュレーションを示す必要はないと判断した。
問　給食の委託は赤字が増える事を昨年の9月議会以来病院は認めている。病院の赤字黒字は多くの市民の関心事であり、逆に負担が増える委託が市民の理解が得られるかと考えるか
答　委託によって、安定した供給体制が確保できるので、経費以上のメリットはある。
小中一貫教育で何を目指すのか
問　来年度、瀬戸ノ谷地区を皮切りに将来全市に広げるとしている小中一貫教育について、Ｈ28年2月議会での私の質問に対し「学校統廃合を進めるものではない」と市は答弁している。今後何を目指すのか。
答　瀬戸谷地区の様子をつぶさに検証する中で、確かな学力の向上など、それぞれの条件に見合う特色を持った教育環境を実現していく。
問　一貫化の最大のメリットとされるのが中1ギャップの解消だが、解消できるという具体的な検証データがあるのか。
答　Ｈ26年、文科省の調査で中1ギャップの緩和につながっていると報告されている。
問　一貫教育と同時に来年度から実施する小学校3年からの英語教育は、低学年からの実施による英語能力の向上につながる検証データはあるのか。
また、ただでさえ窮屈な授業日程を強いられている生徒、全体の５％しか英語免許を持っていない教員の多忙化にますます拍車をかけるのではないか。
答　次期学習指導要領に3年生からの外国語活動が明記されており、コミュニケーション能力の素地を養う事が明記されている。教員の負担軽減については、現職の英語指導研修会を開催するなどスムーズな導入に努めていく。
公共施設等総合管理計画は削減ありきではなく
問市は来年度から「公共施設等総合管理計画」を5カ年計画で策定する。これは国の号令によるものだが、本市は2年前これに先駆けて「アセットマネジメント計画」を策定した。この計画中の「アセットマネジメント実施計画」で、国の指針を反映させ総合管理計画を作るとしている。
ところが、国の指針は人口減社会においては公共施設（学校、保育園、公民館等）の総量規制、民間売却などを前面に押し出している。公共施設は究極的には住民のもののはず、藤枝市はどう対処するのか。
答　基本方針の最初に「長寿命化の推進」を掲げている。そこを主眼と市、施設の統廃合を想定していない。
公共施設の老朽化対策は地域性を踏まえた独自計画とすべきと考えるので、国の考えとは異なるものであるべきと考える。
問　国の指針には、「計画期間における公共施設等の数や延べ床面積の数量に関する目標を記載する事」が望ましいとしている。これが実施されると多くの床面積を占める学校が削減の第1に挙げられてしまう。藤枝市は数値目標を記載するのか。答将来負担コストを比較検討した数値は掲載するが、現有施設の再配置や統廃合に伴う施設数や床面積について削減目標数の標記はない。
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